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特 別 徴 収 事 務 に つ い て 

 

１．特別徴収について 

特 別 徴 収 

 給与支払者が毎月の給与を支払う際に、従業員個人の市民税・県民税

を給与天引きし、従業員個人に代わって納めていただく制度です。 

 

特別徴収による納税義務者 

 今年１月１日現在、志摩市に住所があり、前年中に給与の支払いを受

け、かつ、今年４月１日の現況において給与の支払いを受けている者ま

たは、退職手当の支払いを受ける者をいいます。 

 

特別徴収義務者 

 納税義務者に対して給与の支払いをし、また、退職手当等の支払いの

際に所得税法第 183 条の規定により源泉徴収義務のある者は、地方税法

および志摩市税条例の規定により、市民税・県民税の特別徴収義務者と

して指定されます。 

 

徴収方法 

 別添の「特別徴収税額の通知書（特別徴収義務者用）」により６月分の

月割額を６月に支給する給与から徴収し、７月以降分の月割額は、翌年

の５月まで各月々の支給する給与から徴収してください。 

 

納入方法・納期限 

徴収した税額は、同封の納入書により納入してください。納期限は、

徴収すべき月の翌月１０日（土日・祝日の場合は翌営業日）です。納入

場所は、次のとおりです。 

 

納 入 場 所 

指定金融機関 百五銀行 全店舗 

収 納 代 理 

金 融 機 関 

三十三銀行 中京銀行  

桑名三重信用金庫  

東海労働金庫 伊勢農業協同組合 

三重県内の東日本信用漁業協同組合連合会 

全店舗 

ゆうちょ銀行および郵便局 
三重・愛知・岐阜・

静岡の各県内店舗 

志摩市役所出納室（本庁舎内）および各支所 

 ※東海４県（三重・愛知・岐阜・静岡）以外のゆうちょ銀行および郵便局で納入する場

合は、指定通知書（P.１９）にご記入のうえ納入先へ提出していただければ、当市の納

入書により納入が可能となります。 

 ※eLTAX を利用している場合は、「地方税共通納税システム」により納付いただくことが

できます。詳しくは、eLTAXのホームページをご覧ください。（P.２参照） 

 

督促状の発送について 

 未納税額がある場合、納期毎に督促状を発送します。 

 

納 期 の 特 例 

 給与の支払いを受ける者が常時１０人未満である事業所に限り、納期

の特例が設けられています。希望される事業所は、申請書（P.１６）を納

期限までに提出し承認を受けることにより、年間の月割額を年２回に分

けて納入することができます。 

 ※ すでに納期特例となっている事業所様については、提出不要です。 

回数 納  期  限 納入する月割額 

１ 令和５年１２月１１日 ６月分～１１月分（６ヶ月分） 

２ 令和６年  ６月１０日 １２月分～５月分（６ヶ月分） 

※ 納期の特例の要件を欠いた場合は、届出書を必ず提出してください。 
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３．納税者の異動処理 

納税者が異動した場合（P.８～P.９記入例を参照） 

 退職・休職・転勤・死亡等により給与から徴収できなくなった場合は、

異動した月の翌月１０日までに「特別徴収に係る給与所得者異動届出書」

を必ず提出してください。この届出が遅れると、各月の月割額と実際に

納入した月割額が異なり、督促状が発送される対象となりますので提出

期限は、厳守してください。 

 また、届出が遅れたことにより退職された方にも未徴収税額を一度に

納めていただくことにもなりかねませんので、異動届出書については、

すみやかに提出してください。 

 

退職後の支払い方法 

 特別徴収されていた納税者が退職等の理由により給与の支払いを受け

なくなった場合、未徴収税額の納入方法は次の２つです。 

 

①普通徴収 

 年税額を年４回、６月・８月・１０月・１２月に分けて納入する方法

です。給与から徴収することができなくなった未徴収税額は、志摩市が

送付する納付書で納税者が直接納付することになります。 

 

②一括徴収 

 未徴収税額を退職手当等から一括して徴収する方法です。退職月日に

より次のように異なります。 

 

  納税者からの申し出により    納税者からの申し出の有無 

 一括徴収する。   にかかわらず一括徴収する。 

  

  

 

※納税者が翌年１月１日から４月３０日までの間に退職された場合には、

地方税法第３２１条の５第２項により一括徴収の申し出がなくても月割

額の残額を一括して徴収していただくことになりますので、翌年５月分

までの月割合計額（未納分）を超える給与または退職手当等が支払われ

るときに限り、一括して徴収し、翌月１０日までに納入してください。 

 

転 勤（P.１０記入例を参照）  

 転勤または退職した人が新しい勤務先においても引き続き特別徴収を

希望されるときは、必ず新しい勤務先へ確認のうえ、「特別徴収に係る給

与所得者異動届出書」に必要事項を記入し、提出してください。 

 

年度途中から特別徴収を希望する場合（P.１１記入例を参照） 

 年度途中に新たに採用された方についても特別徴収を希望される場合

は、「特別徴収への切替依頼書」を提出してください。 

※ 普通徴収での納期限が過ぎた納期分は、特別徴収への切替ができませ

ん。納期限が過ぎた期割の税額は、本人が普通徴収の納付書で納めるよ

う、ご指導をお願いします。 

 

４．特別徴収税額の変更 

 納税者の特別徴収税額に変更が生じた場合は、「市民税・県民税 特別

徴収税額の変更通知書」をお送りします。それ以後は、変更通知書に記

載された月割額をご確認のうえ徴収してください。納入の際は、納入書

の金額を訂正して納めていただくようお願いします。（P.２１記入例参照） 

 

５.eLTAX（エルタックス）による電子申告 

 eLTAX とは、地方税における手続きを、インターネットを利用して電

子的に行うシステムです。地方税の申告、申請、納税等を１つの窓口か

ら各地方公共団体へ電子的に手続きすることが可能となります。 

詳しくは、eLTAXのホームページをご覧ください。 https://www.eltax.lta.go.jp 
6/1 12/31 1/1 4/30 

https://www.eltax.lta.go.jp/
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6．退職所得に対する特別徴収 

 退職所得に対する個人の市民税・県民税については、所得税と同じ様に、

他の所得と区分して退職手当等の支払われる際に支払者が税額を計算し、退

職手当等の支払金額からその税額を差し引いて、市民税と県民税あわせて納

入することとされています。ただし、死亡により支払われる退職手当等に対

しては、相続税の課税対象となりますので市民税・県民税は課税されません。

なお、退職手当等の支払いを受けるべき日の属する年の１月１日現在におい

て下記に該当する場合等も課税はされません。 

 ・生活保護法の規定による生活扶助を受けている人 

 ・国内に住所を有しない人 

納税義務者 

 退職手当等の支払いを受けるべき日（通常は、退職した日）の属する年の

１月１日現在、志摩市に住所を有し、退職手当等の支払いを受ける人です。 

税額の計算 

 （収入金額－退職所得控除額）×１/２＝退職所得金額 

                   （1,000 円未満の端数切捨て） 

 ※退職所得金額から市民税・県民税それぞれの税額を算出 

 

【市民税】 退職所得金額×６％＝市民税額（100 円未満切捨て） 

【県民税】 退職所得金額×４％＝県民税額（100 円未満切捨て） 

   市民税額＋県民税額＝特別徴収すべき税額 

 ・勤務年数 5 年以下の法人役員等が支払いを受ける退職手当等につい

ては、上記計算式の「１/２の課税」の適用はありません。 

・令和４年１月１日以後に支払われる退職手当等については、勤務年

数が５年以下の法人役員以外の人であっても「退職所得控除額」を

控除した残額のうち３００万円を超える部分については、上記計算

式の「１/２の課税」の適用はなく、全額が課税対象となります。 

退職所得控除額 

勤続年数 退職所得控除額 

２０年以下の場合 ４０万円×勤続年数（８０万円未満は８０万円） 

２０年を超える場合 ８００万円＋７０万円×（勤続年数－２０年） 

※障害者となったことに直接基因して退職したと認められる場合、 

上記で計算した金額＋100 万円 

 

納期限・納入先 

徴収した月の翌月 10 日（土日・祝日の場合は翌営業日）までに、納入

場所（P.1 に記載）にて納入してください。 

 

納入方法 

マイナンバー制度の開始により、平成２８年１月１日以後の納入申告

書については、法人番号または個人番号の記載が必要となりました。こ

れに伴い、特別徴収義務者が法人の場合は（１）、個人事業主の場合は（２）

の方法により納入をお願いします。 

 

（１）法人の場合 

同封の納入書の表面と、裏面の納入申告書へ記入して（P.２２記入例参

照）、納入場所（P.1 参照）へご提出ください。 

 

（２）個人事業主の場合 

納入書の表面のみ記載し、納入場所（P.1 参照）へご提出ください。 

別途、予備の納入書の裏面（納入申告書）にご記入のうえ（P.２２記入例

参照）、志摩市役所課税課までご提出ください。 

※納入場所では、個人番号を取り扱うことができないため、上記のよう

な取扱いとなっています。 

 


